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➢ 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、資料作成時点で入手可能な情報に基づき判

断した予想であり、不確実な要素を含んでいます。実際の業績は、さまざまな要因及び業況の変化によ

り、記載されている予想とは大きく異なる可能性があることをご了承ください。  

➢ 当社の業績に影響を与えうる事項は「 202 5 年 3 月期有価証券報告書」の「事業等のリスク」に記載され

ておりますので、ご参照ください。ただし、業績に影響を与えうる要素は「事業等のリスク」に記載され

ている事項に限定されるものではないことをご留意ください。リスクや不確実な要素には、将来の出来事

から発生する重要かつ予測不可能な影響も含まれます。  

➢ 本資料の掲載内容については細心の注意を払っておりますが、その内容の正確性及び確実性を保証するも

のではないことをあらかじめご了承ください。  

➢ この資料は投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する決定は、ご自身のご判断において行

われるようお願いいたします。  

➢ 本資料及びデータの無断転用はご遠慮ください。  

  



 

[登壇者] 

代表取締役社長 兼 CEO 小林 教至（以下、 小林）  

取締役 CFO 兼 管理本部長 加賀谷 昭大（以下、 加賀谷）  

 

登壇 

 

小林： 本日はご多忙の折、ご参加 、 ご視聴いただきまして誠にありがとうございます 。  

アイティメディア（以下「 ITM」） 社長の小林でございます。  

 

 

 

本日は、 この３ 点をご説明いたします。  

 



 

 

まずは業績の報告でございます 。 中間期の決算は 10 月 31 日に既に開示して おり ます通り 、増収 減益

という結果でございました。本日は 、 業績結果の詳細をご説明いたします。  

 



 

 

まずこちら のグラフですが、 19 年度から当期 25 年度の業績予想までの売上、 利益のグラフで ござい

ます。 当期は前年比で増収増益を計画して います。  

 



 

 

当中間期の結果につきましては 、 連結売上収益で 1.9% の増、営業利益が 13.5% の減となって ございま

す。  

この中間期は、 BtoB メディア事業と BtoC メディア事業で大きく要相が異なる結果となりました。

BtoB メディア事業に関しましては 、 0.2% の減収でほぼフラットでございま したが、 営業利益につい

ては 26.7 % の減となりました。 対しまして、 BtoC メディア事業に関しましては 11.8% の増収、 73.1%

の増益となっ ております 。  

中間利益につきましては 17 .0% の減、 EPS も 17.1% の減という結果 でございます。  

 



 

 

セグメント別に 売上収益の因数分解をしたものがこちらでございます 。  

まず BtoB メディア事業 の売上に関しまして は、 内訳を ITM 単体のメディア事業売上、そして発注ナ

ビ売上の 2 つの合算で BtoB メディア事業売上 としております。 発注ナビ売上に関しましては、 堅調

に成長して おり 、この中間期におきましては、 23.4% の増収を果たすことができて おりま す。  

対しまして 、 ITM 単体のメディア売上に関しまして は、 顧客数と顧客単価の掛け算で表すことができ

ますが、顧客数が昨年 から 6 社減、顧客単価についてもわずかながら 減となって おります。 顧客数の

減に関しましては 、 新規の顧客の獲得に苦戦をいたしまして このような結果 となって おります 。  

また顧客単価の減に関しましては、押しなべて各お客様が減少したわけではなく、 特定のお客様数社

の減少の幅が大きくなり 、平均に均すと昨対減という結果 となっております 。  

BtoC メディア事業 につきましては、この後詳細をご説明 いたします。  

 



 

 

続きまして、売上とコストの要素を示したウォーターフォール 図でございます。昨年 の中間期営業利

益 8 億 85 百万円に対しまして、売上 74 百万円増、 コスト 1.9 億円増、その結果として当中間期 の営

業利益は 7 億 66 百万円、昨対で言うと 1 億 19 百万円の減益となって おります 。  

コスト 増 1 億 93 百万円の分解でございますが、 労務・ 人件費に関し まして は、 ITM 単体では人員抑制

をしてお りますが 、成長しております 発注ナビに関しましては 、 増員をかけております 。結果として

人件費・ 労務費に関しては 63 百万円の増、 それから外注費は主に ITM 単体で原価性の高いプロダクト

の売上構成比が上がり 、 またプロダクトの強化に 伴い原価が増えております 。  

その他は主に販管費となって おり、 まず一時的なコストと いたしまして、 当社は昨年 12 月で 25 周年

を迎えて おり ますが、 従業員向け、 お客様向けの周年イベントを開催して おり 、 20 百万円ほどのコス

ト が発生、 加えてシステムの強化 、 並びに成長しております 発注ナビの広告宣伝費の増といった投資

のコストとし て約 60 百万円の増、 これらを合わせてコストとしては 1 億 93 百万円の増となっており

ます。  

 



 

 

続きまして 、 こちら は 4 つの売上収益のモデルごとの経年の変化を表して おります 。  

まず、 1 番上のリード ジェン 収益につきましては、 2022 年度以降、 なかなか伸ばしきれて いない、 ほ

ぼフラットな状態が続いて おります 。 非常に競争が激化して いるという のが要因の 1 つと認識して お

ります 。  

それからその下 のデジタルイベント収益は 、昨対 で 6. 3% の減となって おります 。 デジタルイベント収

益は、外部環境 への依存性が高いプロダクトでございまして、顧客自らが行うイベント や、競合 メデ

ィア のデジタルイベント 、 フィジカルで開催される展示会 、 このような各種の催しが重な り合う状態

によりまして、非常に売上の増減 影響が大きく なり ます。第 1 四半期は堅調に推移して いたのです

が、 第 2 四半期は不調でございまして、中間期 では 6.3% のマイナスという結果でございました。  

予約型広告収益に関しましては、 5.9% の増。 こちらは主に 記事体広告、いわ ゆるタイアップ広告が 好

調に推移いたしまして、このような結果 となって おります。  

1 番下の運用型広告収益は 11 .8% 増。 こちらは過去 コロナ 禍の 22 年度が最高売上だったのですが、そ

の数字を上回り、この中間 期で過去最高売上を果たすことができて おります 。  

 



 

 

続きまして、売上収益 について増減要因のご説明を差し上げたいと思います。  

まず、 BtoB メディア事業 は大きく 、 国内顧客と外資顧客に分けることができます。 大体半々ぐらいの

割合でございますが、 昨年まで軟調に推移をしておりました外資顧客の売上 に関しま しては、 比較的

この中間期では好調に推移しております。 要因といたしましては、 Windows  10 がエンドオブサポー

トを迎え たことによる PCマーケットの活況、それから AIの領域が活況になってきておりますので、

その結果とし て、外資の顧客はプラスになっております。  

一方、国内顧客、 とりわけ SaaS の領域のお客様、 その中でも 主に財務会計系の SaaS のお客様の売上

が昨対で大きく減らして おり ます。こちらは昨年度 、電帳法 の対応義務化に伴い活況を呈した領域 で

した が、その反動 減というものが大きいと 考えており ます。特定 の数社様の売上が減となり 、そこに

対して通常であれば、新規の顧客 の獲得、つまり 顧客数を増やすことによって補っていけるものでは

ございます が、この中間期におきまして は、 特にリードジェンの 新規の顧客獲得に苦戦をいたしまし

て、結果として顧客数を減らしているという結果でございます。 この SaaS 領域のお客様の売上減が、

1 番影響があった 収益モデルがデジタルイベントでございまして、 昨対でマイナスという結果になって

ございます 。  

 



 

 

運用型につきましては 、 市場全体として はフラットな状態であったのですが、当社に関しましては大

きく増収を果たすことができて おります 。 運用型広告の売上は、 ページビュー ×広告単価で表すこと

ができるのですが、ページビューは 昨対で 21% のマイナス、 対して広告単価は 昨対で 42% 高めること

ができました 。 この掛け算とし て、 11.8% の増収でございます。  

ページビュー の減少に関しましては、 いわゆるゼロクリック、 AI検索の影響というわけではなく、 編

成を見直した結果でございます。非常に濃いコンテンツ、高品質なコンテンツの比率を増やすという

ことを目指して、その結果として広告単価を上げることができておりますが、品質を上げていくがた

めに記事の本数としては抑制をしておりまして、その結果としてページビューも減少しております。  

広告単価の上昇につきましては、今お伝えしました よう な形でコンテンツの編成を見直したこと、そ

れからもう 1 つ大きいのが、 6 月に BtoC メディア 事業向けのコンテンツマネ ジメントシステム （以

下、 CMS） の刷新をいたしました。 これにより 、広告枠のレイアウト の柔軟性、 もしくは広告配信事

業者様の選択を最適化することが容易になり、その結果も 相まって 広告単価を上げることができて お

ります 。  

 



 

 

中間期におきましては、期初に開示をいたしました業績予想、並びに配当予想に変更はございませ

ん。  

以上、中間期の業績 報告の詳細のご説明でございました。  

 



 

 

続きまして、 ITM グループの事業説明を行いたいと思います。 何度かご覧になられて いる方もいらっ

しゃ るかもしれませんが、改めて基本的な情報としてご説明をいたします。  

 



 

 

「 メディアの 革新を通じて情報革命を実現し、社会に貢献する 」 、 1999 年 12 月の創業来、 変わらず

に掲げてきたパーパスでございます。  

 



 

 

このパーパスに関しまして、重要課題、いわゆるマテリアリティを ブレイク ダウンしたものがこちら

でございます 。 1 番下に責任のある事業基盤、そしてその上にメディアパワー、それらを通じて、社会

的な価値を提供し続ける 、 このようなマテリアリティを組んで おり ます。  

 



 

 

情報革命という言葉を使いました が、 取りも直さずテクノロジーの進化でございます 。 当社が立脚し

ている 市場というのは 、 このテクノロジーのマーケットでございます 。 昨今、 DX を代表としてテクノ

ロジー に対しての注目度が大変高まっております。テクノロジーの 無限の可能性を社会の発展につな

げていく 、 社会実装をしていく、そのための情報としてのお手伝いを ITM グループは果たして おりま

す。従いまして、テクノロジーの発展 、社会の発展 が結果的に当社グループの成長につながるものと

考えてございます。  

 



 

 

こちらの図は 、 当社グループの事業モデルを模したものでございます。真ん中に位置して いる黒い丸

が当社グループ、 当社のメディア群を表して おります 。この当社のメディア 群の左側に位置して いま

すのが、テクノロジーの供給企業様でございます 。 当社にとって の顧客に該当いたします。  

右側に位置しておりますのが、テクノロジーの購買者 、 バイヤー様でございます。これは当社 メディ

アの読者、 オーディエンス に該当いたします。つまり、メディアを媒介としまして、テクノロジーの

売り手と買い手を繋ぎ合わせる、引き合わせるのが、当社グループの基本的なビジネスモデルとなっ

ております 。  

 



 

 

また、このビジネスモデルの上でどのように成長 していくの か、 基本的な考え方を表したのがこちら

の図でございます。  

まず、我々 はメディアを運営 しております。 その中で有益なコンテンツ を発信し、それが蓄積されて

いきます 。 そのコンテンツを閲覧いただくことにより 、 読者・ オーディエンスの方々の情報が溜まっ

ていきます。価値の高いデータを生成するというのが 、 左側の取り組みでございます。  

そして、生成されたデータをテクノロジーの売り手で あるベンダー様のセールスマーケティング活動

にお役立ていただく、その対価として収益を獲得する。そして、獲得した収益をさらにメディアの運

営に投下をしていく、この循環、 スパイラルを 回転させることによって 、当社 グループの成長が実現

いたします。  

 



 

 

当社のケイパビリティを表したものがこちらでございます。 製造業ではございませんので、 大きな有

形資産があるわけで はありません。従いまして、当社の源泉となりますのは 、 優秀なスタッフでござ

います。直販営業部隊 として 100 名、そして内部の編集 記者が 100 名、外部でご協力をいただいてい

るライターの方々が 1,000 名、このような方々を通じてメディアの規模 、 顧客の規模が担保され、 現

在の業績が形成されているという のが、 当社のケイパビリティ となって おり ます。  

 



 

 

当社のセグメント、そして収益モデルの関係を表して いるのがこちらでございます。大きくは BtoB メ

ディア事業、そして BtoC メディア事業に 大別されますが、 BtoB メディア事業に関しましては収益モ

デルとして 、 リード ジェン 収益とデジタルイベント収益 、 予約型広告収益の 3 つからなって おりま

す。  

また、 BtoC メディア 事業は専ら運用型広告収益から成り立っているモデル でございます。  

 



 

 

この 4 つの収益モデルを顧客提供価値という観点で 括り直したのがこちらでございます。 BtoBの中で

もリード ジェン 収益、デジタルイベント収益に関しましては 、 見込み顧客をクライアント にご提供す

るという 提供価値を持って収益を得て いるモデルでございます。  

そこに対して 予約型広告、 それから運用型広告に関しましては、いわゆる旧来型の広告の 提供価値で

す。製品の認知 、 サービスの認知、理解 促進、こ れをお客様に提供するのが、この 2 つの収益モデル

でございます。  

 



 

 

この 2 つのセグメント 、 4 つの収益モデルの売上の構成を表して いるのがこちらでございます 。 前年

度実績を基にして 売上構成を出してございますが、 BtoB メディア事業で全 体の 82% が構成されてい

ます。 4 つの収益モデルで言いますと、リード ジェン 収益で 37% 、 デジタルイベント収益で 21% 、 予

約型広告収益で 24% 、 運用型で 18% という 内訳でございます。  

先ほど顧客提供価値というお話をしましたが、 見込み顧客の獲得という提供価値に対しては 、 この

37% と 21% の合算の 58% 、 それから残りの 42% が認知・ 理解の獲得という価値 に対しての売上と 言

えます。  

 



 

 

当社は 2007 年度に上場しておりますが、それ以降、前年度までの売上 、 営業利益、 当期利益の推移を

表して いるのがこちらでございます 。  

2015 年度、 売上がグッと上がって おりますのは 、リクルート様から 譲り受けました キーマン ズネット

が寄与して おりまして、一つ ステージが 上がったタイミング となってお ります。  

さらに 大きくステージが変わったのが 、 20 年度以降のコロナ 禍でございます 。 コロナ 禍で顧客のマー

ケティング 手法がアナログ からデジタル へと大きく 切り替わったこのタイミングで、デジタルマーケ

ティングサービスを提供して いる当社は、 大きく業績を伸ばすことができて おります 。  

コロナ収束以降、一時的なリバウンド はございましたが、コロナ前の水準に戻ること はありませんで

した。 23 年度以降、 多少踊り場感はございますが、 今は次の成長に向けた投資を先行して いる段階と

認識して おります 。  

 



 

 

売上の推移を収益モデルごとに積み重ねたのが 、 こちらのグラフでございます 。 上場時はご覧の通

り 、予約型広告収益で 90% 以上を占めておりました 。それ以降、リード ジェン 収益、デジタルイベン

ト収益 、 運用型広告収益を積み重ねることによって、今の売上 を形成して おります 。 これは取りも直

さず、お客様 のマーケティン グ手法の変化に応じて、我々も収益 モデルを積み重ねて いるわけです

が、ことリード ジェン 、それから デジタル イベントに関しましては、まだお客様がその手法を使って

いない段階から 、 つまりマーケットの立ち上げ 期から、 このようなプロダクトを投入 して、市場を作

りつつ成長してきたというのが当社の歴史で ございます 。  

 



 

 

こちら は、 中期における財務方針でございます 。 資本コストや株価を意識した経営を念頭におきまし

て、 3 つの戦略、 財務戦略、成長戦略、 IR・ サステナビ リティ 戦略を立案、 遂行することで、企業価値

の向上と適正な株価の形成をしてまいりたいと考えて おります 。  

 



 

 

同様にこちらが、 中期におけるキャッシュアロケーションの方針でございます。 29 年度までに 、 キャ

ッシュ イン フローと しては概ね 200 億から 250 億を想定しており、そのキャッシュ イン フローをまず

成長投資として 60 億から 100 億、株主様への 還元といたしまして 85 億から 100 億、 財務の健全性を

確保しつつ 、 企業価値の向上と株主様への還元を図っていく方針でございます。  

 



 

 

こちら 、 23 年度末の連結 BSが左側、そして当 中間期末における連結 BSが右側でございます 。  

ご覧のように、財務のバランスの改善を着実に進めているという風にご認識いただければ幸いでござ

います。  

 



 

 

こちら が中期目標でございます。  

29 年度を 1 つのゴールといたしまして、 EPS 140 円を中期目標として掲げて おります。これを実現す

るために成長投資を優先 しつつも 、 資本効率と財務健全性、 バランスを保ちながら 、 中期的な配当の

増加、そして株価の形成に邁進して参る所存でございます。  

 



 

 

3 番目として、この EPS 140 円を実現するために、 29 年度までど のよう な戦略を持っているのか、そ

して現状、その進捗について のご説明をいたします。  

 



 

 

まず、 前提認識について、 共有させてください。  

左側の前提 1、 前提 2 が非常にポジティブなお話 で、右側の前提 ３ は非常に競争が激し く なってい る

というお話になります。  

まずは先ほど来、 ご説明差し上げて おります 通り、当社が立脚して いるマーケットはテクノロジーの

マーケットでございます。このマーケットは、これから先も大きく成長することが予想されておりま

す。 非常に肥沃なマーケットを前提として いると ご認識ください。  

そしてもう 1 点、 コロナ渦を経 て企業活動がデジタルにどんどん変わっていくというトレンドは 、 も

はや定着した と考えております。 デジタルマーケティングサービスを提供する当社にとっては、 大き

なアドバンテージだと認識 して おります 。  

一方、マーケティングの手法がデジタル に置き換わるに従いまして 、 当社の競合も変わってきて いる

と認識して おります。 従来は当社同業のメディア企業様が コンペティター と認識していた のですが、

デジタルマーケティングの 普及に伴い、 もはや競合はメディア企業に 限らずいう認識でございます。

いわば、メディアのマーケットがデジタルマーケティングの マーケット に取り 込まれつつある という

認識を持っておりますので、非常に競争の激しいマーケットになっているという認識でございます。  

 



 

 

こちら では、 中期におけるビジョンを示してございます。 「 AI 時代に適合した 、 データ ドリブン なメ

ディア ＋αの事業体」 という こと を当社グループは目指してまいります。方針としては 3 つに集約がで

きます 。  

当社は 25 年間メディア事業を中心に成長してきておりますが、これからはメディア事業に限らず、事

業の多様化を測っていきたいと考え ております 。  

闇雲に事業を多用化していくわけではございません。当社に蓄積されるデータを活用することによっ

て競争優位が保てる、競争 優位を作れるような事業に進出 をしてまい る方針でございます。  

そしてそれらを ゼロから立ち上げるという こともあるのですが、それ以上に資金を活用して M&A を積

極化していきたいと考えて おります。  

このビジョンにおいてのポイントは 2 つでございます。いずれもデータ に関することですが、価値の

高いデータを生み出し続ける こと 、もう 1 つがデータ活用によって価値を 創出し 、業績としてそれを

反映させていく こと 、 それらが 2 つのポイントになって おります 。  

 



 

 

このポイントをいわゆるアンゾフの成長マトリックスにプロットすると 、こちら のようになってござ

います。 既存のプロダクトをベースにしながら、新しいメディア 、 新しい読者 、 新しい顧客を獲得 し

ていくというのが縦軸の伸ばし方 。 新しいメディア、新しい読者の獲得というのは 取りも直さず 、価

値の高いデータをより多く獲得でき 、 より多様なデータを獲得できる成長の仕方が縦軸でございま

す。  

一方横軸に関しましては、既存の読者、既存の顧客の方々に新しい価値を提供するというのが横軸で

ございます。新しい価値というのが、取りも直さずデータを活用した価値という風に考えておりま

す。  

この縦軸と横軸の伸ばし方 の両方を持って、当社は成長をしてまいります。  

 



 

 

それぞれの事業に関しましても 、 それらの軸を前提として伸ばすことを考えて おります 。左側の ITM

単体の BtoB メディア事業に関しましては、当社のデータを活用して 効率化できるような領域に進出を

して いきます。 具体的にはこちら にプロットしているような 領域に進出していきたいと考えておりま

す。  

また右上の発注ナビに関しましては 、 既に 7,000 社を超える企業様にご利用いただいております。具

体的にはシステム開発会社様 、 SaaS のベンダー様、そしてウェブ制作会社 様でございます。 現在

7,000 社のお客様に対しては 、 商談機会の提供という 価値提供を行ってい ますが、これから先は 、 例え

ば経営支援ですとか 、 新しい提供価値をお出し することによって、発注 ナビを成長させていきたいと

考えております 。  

それから BtoC メディア事業 は、 先ほど来お伝えしました通り、運用型 広告の収益モデルとしては 先鋭

化しつつあります。この当社の培ってきたノウハウを生かしつつ、運用型広告の周辺 事業への進出、

もしくは同じく運用型広告 を生業としていらっしゃるメディア様へのご支援、もしくは新しく ジョイ

ンして いただく、そのような形で当社の 培って きたノウハウというのをさらに収益に 転換していきた

いと 考えてございます。  

 



 

 

この中期、 もしかしたらこの先数十年続くかもしれませんが、大きな大きな潮流 を意識する必要がご

ざいます 。 それが AIでございます。  

AI がメディア 事業に与える影響はポジティブな 面、 そしてネガティブな面 、両面 があると考えて おり

ます。 ポジティブな面で 1 番大きいもの としましては、 データの価値向上でございます。 AI の進展に

よりまして、顧客のマーケティング 活動も多くは AI に置き換わっていく可能性があると考えて いるの

ですが、 AI を使って有効な成果を出すためには高品質なデータが必要になります。 データを食わせる

というやつですね。そのデータを持っているのが ITM、 従いまして ITM の有して いるデータ はこれか

らどんどん価値が上がっていくと 考えています。  

一方、 AI検索、 ゼロクリックとも言われますが 、 検索流入が大きく 減ってい きます。 それによって 、

特に BtoB メディアに関しましてはメディアの価値の低下というのが大きなリスクとなっております。

この最大のリスク 、 つまりはオーディエンスの方々、読者の方々の情報の取得の仕方が変わって き

て、 従来は検索をすることによって情報を得ていたものが 、 AI エージェントが進展をすると、もうそ

の方だけにパーソナライズされた情報を AI が届けてく れる。つまり 読者の方々は、 わざわざメディア

を訪れることがなくなる 、 そのような未来もあり得るかもしれません。  

 



 

 

そうなり得る 未来を想定した上で、 3 つの矢を考えています。  

まず 1 つ目は、 そうならないために、まずはメディアを引き続き強化すること、トラフィックを拡大

することでございます 。 こちらにいくつか取り組みがございますが、本日この後、表現 手法の多様

化、動画メディアの開発についてご説明いたします。  

それから真ん中 、現状のメディアの事業をさらに強化するという取り組み が 2 の矢でございます 。い

くつか取り組みを進めておりますが、本日は Campaign Central （キャンペーンセントラル） 構想につ

いてご説明を差し上げます。  

そして 3 つ目、それでもなかなかメディア事業が伸びていかない。そういうような最悪の事態を想定

して、メディアに依存しない非メディア事業 への進出という ことも 3 の矢として用意をしてございま

す。 その第 1 弾としまして、リサーチ ・ アドバイザリー事業というものを本日ご説明差し上げたいと

思います。  

 



 

 

まず、動画メディアに関してでございますが、 10 月 1 日に「 TechLIVE （ テックライブ ） 」 をオープン

いたしました。 BtoB のテクノロジーの活用に特化した動画メディアでございます 。  

 

（ サンプル動画視聴）  

 



 

 

取材をして現地現物 が見られること 、しかも動画の方がよりテキスト表現よりも伝わりやすい、その

ようなテーマを取り上げながらやっていきたいと思っております 。 当社は元々デジタルイベントを 長

年やって おります が、そこで培いました動画制作力、配信力、企画力、さらにそこに我々の既存の収

益モデルをアタッチ することにより 、 早期に収益化まで実現したいと 考えております 。  

 



 

 

それから 2 の矢、 ここしばらく 足踏みをしているリード ジェン の成長を加速するための構想でござい

ます。  

左側にあります通り 、 メディア 運営を通じ て当社はさまざまなデータを得ることができます。そのデ

ータを解析することによって 、 購買可能性を指し 示すようなデ ータをインテ ントデータ と言います

が、 これをしっかり と整え、 お客様に提供してお客様の商談 機会の創出に貢献すると いう 構想でござ

います。  

 



 

 

昨今、 インテント データ という のは流行り言葉になってございますが、実は実際に使おうと思います

と、こ ちらの 3 つの要素が必要なんですね。巷で言われるインテ ントデータという のは、 「 どこどこ

の企業さんが 」 までなのですが、それだけですと営業活動に使え ません。大企業様で言えば何万人も

社員がいるわけですから 、 会社名だけ言われてもなかなか営業には使えない。そこで当社の場合です

と、 「 〇〇社の〇〇事業部門の方々」 というところまでブレイクダウンして情報を提供することがで

きます。  

そして 2 つ目、 なにに関心があるのかという 点ですが、 たとえ ば「 セキュリティ 」 というだけ ではと

てもじゃないですけど、営業ができないわけですね。それが脆弱性対策 なのか、ゼロトラストセキュ

リティなのか、エンドポイントセキュリティなのか、そこ までブレイクダウンしないと営業には使え

ません。  

そしていつという情報でございます。ただ 情報収集して いるだけなのか、 1 年以内に購買が発生する予

定なのか、半年なのか、そこまでの情報がないと、ここも同じく営業活動には使えないということで

ございます 。  

当社のインテ ント データはこの 3 つの要素を兼ね揃えてございますので、国内 最高水準のインテント

データと自負しております 。  

 



 

 

このデータを具体的に顧客にご提供するツールとし て、この 10 月 23 日に「 Pipeline Dashboard （ パ

イプラインダッシュボード ） 」 というものをリリース いたしました。  

これがあることによって、お客様からしますと右側にありますが、 「 どうせリードを獲得するのであ

れば、 よそのメディアではなくて ITM で取ろう 、 なぜならばリードを獲得し た後にインテントデータ

が付いてくるから 」 という観点で ITM を選んでくださる。  

もしくは ITM はデータをたくさん持って いるので、 キャンペーンを企画する際に 手伝ってもらおうと

いうようなお客様 とのエンゲージメントを高めることができる。つまりは継続率が上がる、顧客数を

増やすことができるという構想を持ったの が、 このキャンペーンセントラル という考え方でございま

す。  

 

（動画視聴）  

 



 

 

この 10 月、 動画メディアプラットフォーム 「 TechLIVE 」 、そして 「 Pipeline Dashboard 」 をリリー

スいたしました。 また本年の 6 月には、 BtoC メディア向けの CMS をリリース しております 。 さらに

2026 年 2 月には、 BtoB メディア事業向けの CMS もリリースする予定でございます。  

これらも背景となって 投資が先行して いる訳ですが、 今こそシステムの モダナイゼーション が必要で

す。 なぜかと申しますと、 AI によって新しいメディアの競争環境が出現しつつある中で 、 システム基

盤が古いままですと 、対応が 遅れてしま う。 それに先手を打つ形でシステムを最新の ものにして、柔

軟に対応が可能な状態にして おります 。  

先ほどご覧いただきました 「 Pipeline Dashboard 」 のようにデータ が蓄積され、その追加されたデー

タを有効に活用するような基盤 を整備することができたということでございます。  

このよう な先行投資を先々しっかりと成果とし て刈り取ってい く ことを考えておりま す。  

 



 

 

そしてもう一点、 3 の矢の説明でございます。  

10 月 1 日に株式会社 ピイ .ピイ .コミュニケーションズ （以下、 PPC） の完全子会社化をしておりま

す。この会社が何をやっているかと申しますと、左側にロゴがいくつか貼ってございますが、 1 月に行

われる CESを皮切りに、世界中で開催されるテック系の海外展示会の視察、 徹底的な取材をし 、 レポ

ートにする、それを基にしてコンサルテーションを行うというような事業を行っております。 独自の

取材をすることによりまして、ユニークなデータ、情報を生み出すことができ、且つそのデータを収

益に変えていける、その仕組みを持っているのが PPCでございます。  

これを皮切りに、リサーチ ・ アドバイザリー 領域に進出をする初手と考えております。今後もこの領

域に対し、 M&A を通じて リソースの強化を図って参る予定でございます 。  

 



 

 

このように PPCは単体でも十分価値があるのですが、既存のメディア事業 との間にも 4 つのシナジー

がございます。  

1 つは PPCが作り出すコンテンツを、 ITM のメディアに転載をする 、 掲載をすることによって、 ITM

のコンテンツの拡充につながりますし、 ITM に集っている 読者の方々、 特に経営企画、事業企画 とい

った企業の将来を考えるようなポジションの方々に対しては、 PPCのレポートが販売可能という よう

に考えております 。 当社が今までやってこなかった 、 読者の方々向けのコンテンツ課金というものに

もチャレンジをしてまいります。  

そして 3 つ目ですが、このようなレポートを購買する方々 という のは非常に価値の高い方々でござい

ますので、そのような方々にお集まりいただ く ラウンドテーブルのようなイベントも考えてございま

す。  

そして 4 つ目、 アナリストから 編集者へ、 もしくは編集者からアナリストへというように、コンテン

ツを作り出す人材の新しいキャリアパス を作っていきたいと考えて いるところでございます。  

リサーチ ・ アドバイザリー事業、そしてメディア 事業というのは 情報という 共通の基盤で事業が営め

ると考えてございます。 あくまでも初手として、 これから先もこのリサーチ ・ アドバイザリー事業を

拡張して参りたいと考えて おります 。  



 

 

足元では投資が先行いたしまして、 業績が重たい状態でございますが、皆様もご認識の通り、 AIによ

ってメディアビジネス は大きな転換点を迎えてございます。この転換点に対して備えていく必要があ

ると 、 AIの進化が我々メディアビジネスにとって追い風 になるのか、もしくは向かい風になってしま

うのか とい うのは、ここ数年が大きな勝負どころだと 考えてございます 。 既存の事業の強化と共に新

しい事業の創出を通じて、 AI 時代にも企業価値を高められる メディア企業グループを形成してまいり

ます。  

 

また同時に、 資本コスト や株価を意識した経営 の実現を目指しま す。 株主の皆様のご期待に持続的に

添えるよう邁進していく所存でございます。引き続き皆様のご理解とご支援 を賜りますよう、何卒よ

ろしくお願い申し上げます。  

  



質疑応答 

 

質問者 1： 今回の中間業績は、 期初に社内で計画されていた中間期の業績目標に対して売上 、 利益は、

それぞれ下振れ、 上振れどちらに触れたのでしょうか 。  

 

小林： 社内計画からしますと、残念ながら若干の 下振れでございます。 BtoBに関しては期待以下、そ

して BtoCに関しては期待以上という結果でございます。  

やはり最大のギャップ とい たしましては、 BtoB メディア事業の特定数 社様、 SaaS ベンダー様の反動

減というのが大きく影響をしていると 考えてございます。 ただ一過性の影響かと考えてございますの

で、 下期につきましては先ほど のご説明にあったよう にいくつか仕込んで いるもの の成果が出てくる

ことを期待しており 、なんとか 想定通りの数字に と考えております 。  

 

質問者２： M&A をされた PPCですが、リサーチ会社とのことで すが、 どのような会社なのかというこ

とがいまいち 掴めずにおります 。 収益のモデル、 特徴等、 もう少しご説明をいただけますでしょう

か。  

 

小林：  CES、 GITEX、 MWC、 SXSW 等、 テクノロジー系の海外展示会 を取材しています。これ らはも

ちろん、 ITM でも取材しておりますけれども、どうしてもメディアが取材する場合 、 主要な展示だけ

に留まるわけですよね。これ はテレビ 等でも同様で、ソニー さんの展示がこうでした、どこどこがこ

うでした、 といった非常に メジャーな企業 の展示ブースの取材のみになりがちです。 PPCの場合に

は、全ての展示ブース 、 全てのキーノート を取材してレポーティングをいたします。これは世の中に

はない、 ネットに載って いない情報なんですよね。ですから、 AI では置き換えることができないと考

えています。そして、このレポートをもうすでに 10 数年来蓄積をしていますので、過去からのトレン

ド とその変化が分かるんですね。  

従いまして 、 PPCのアナリスト はテクノロジーのこの先 のトレンドを大体把握でき ていると言えま

す。 毎回追いかけているからこそ、 その前後の文脈まで把握ができていて、今この状態はトレンドの

流れで言うとどこに 着けているのか、この先どこに行くのか 、それ を示すことができるのが  PPCでご

ざいます。社名までお出しすることはできない のですが、お客様は グローバル展開をしている よう な

名だたる 企業様ばかりでございます。 この先のトレンドを知りたい、 どのコンセプトが実際に製品化

されていくのか、それを知りたいですとか、もしくは自社がこの展示会に 出る時には何をコンセプト



とすべきかというような、コンサルテーションを行っている会社でございます。  

まだまだ売上 、 利益共少額ではありますが、 当社グループに参加したことによりまして 規模の拡大を

図っていきたいと 考えてございます 。  

 

質問者３ ： キャンペーンセントラル、パイプラインダッシュボードにつきまして、無償でのご提供と

いう風にご説明をされておられます。こちらの機能は高機能であるという風に認識をしております

が、なぜ無償なのでしょうか 。 将来有償でのビジネスの拡大という可能性はあるのでしょうか。  

 

小林： なぜ無償かということに関しましては、この高付加価値のデータをご提供することによって、

一義的には既存の収益モデルの成長につなげるという ことを考えているからでございます。  

また、 このデータだけで収益化するのはまだ 時期尚早だと思っています。なぜかと 申しますと、 非常

におこがましい 言い方ではございますが、 まだ顧客もデータの活用に習熟しきれて いらっしゃらない

という風に考え ておりまして、海外の事例を見ましても、 1 社のメディアが提供す るデータだけで収益

化できて いるモデル という のはあまりあ りません。その観点で 申しますと、 キャンペーン セントラル

単体で収益化していくというよりも 、 既に完成されて いる収益モデルの付加価値として提供していく

方が収益化が早いだろうと 判断をしてございます。  

将来的に各顧客がデータの活用 をさらに進め、 習熟されてこられることで、もしかしたら 有償化とい

う こともあり得るかもしれませんが、まだそこは 時期尚早かと思って いるところでございます。  

 


